予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：保健体育費　目：体育振興費
	事業名：ジュニアグロウアップ作戦事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　教育委員会　スポーツ健康課　スポーツ振興係　電話番号：058-272-1111（内3588 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c17769@pref.gifu.lg.jp  
１　事業費　　    65,035千円（前年度予算額：65,035千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	65,035
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	65,035

	要求額
	65,035
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	65,035

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
競技種目団体が行うジュニアの選手強化事業として、合同練習や合宿等の実施に対し助成する。

　　これまでの事業によって強化された選手が、今年度の全国高校総体や全国中学校体育大会において多くの入賞を果たしている。また、競技人口の少ない競技団体については、スポーツ教室や体験会を積極的に実施し普及や育成に努めている。
（２）事業内容

◆各競技種目の競技人口や地域特性を考慮し、４３種目を４タイプに分類し事業を展開することによってジュニア層の強化を一層充実させる。（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ種目）
Ａ：競技人口が多く、更に強化が必要な種目
Ｂ：競技人口が県内全域に広がっている種目
Ｃ：競技人口が一部の地域に集中し、競技人口の拡大が必要な種目
Ｄ：競技人口が少なく、競技人口の拡大が必要な種目

◆全国中学校体育大会をはじめとする全国大会や、国体の中学生参加可能種目での上位入賞を目指し、強化遠征や合宿などを実施し競技力のさらなる向上を目指す（全国大会対策分）。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　県10/10
（４）類似事業の有無
有　２０２０ターゲットエイジ強化支援事業
ジュニアグロウアップ作戦事業は小・中学生を対象とし、発掘・育成・強化を目的に各競技団体に助成するのに対し、２０２０ターゲットエイジ強化支援事業は中・高生のトップアスリートを対象に、東京オリンピックにおける出場・入賞を目指し、個人へ助成することでピンポイントでの強化を目的としている。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	交付金
	65,035
	競技種目団体の選手強化事業に対する助成金

	合計
	65,035
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県清流の国スポーツ推進条例第13条

　　ぎふスポーツ推進計画

（２）後年度の財政負担
　平成３０年度東海ブロックインターハイでの県勢の活躍に期待し、引き続き継続していく。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内のジュニア世代の優秀な選手を早期に発掘し、競技団体主導のもと、地区レベルで選手強化を図ることにより、地域における強化組織・強化拠点といったシステムの確立を目指す。さらに県レベルで選抜された選手を組織的な一貫指導体制のもとに、全国のトップレベルで活躍できる人材に育てる。平成３０年に東海ブロックで開催される「全国高等学校総合体育大会」での入賞を目指し、岐阜県中学校体育連盟加盟種目や国体種目に特化し、強化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	全国中学校体育大会

（個人８位入賞・団体３位入賞数）
	（H8）
	16

(H23)
	 22

（H24）
	18※

（H25）
	25

（H25）
	72％


	東海中学校総合体育大会

（個人８位入賞・団体３位入賞数）
	（H8）


	106

(H23)
	109

（H24）
	114※

（H25）
	112

（H25）
	102％



○指標を設定することができない場合の理由
	※現在値は夏季大会を終えての成績であり、冬季競技会を含んでいないため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

４３種目を対象に、地区選抜練習会、県選抜練習会、スポーツ教室を開催するための旅費や宿泊費、会場費、指導者謝金等を助成した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　これまでの事業によって強化された選手が、今年度全国高校総体において入賞を果たしている。また、国体東海ブロック大会においても中心選手として活躍している。選手層の薄い競技については、普及のためにスポーツ教室や体験会を実施し、普及に努めている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	ジュニア層からトップアスリートを発掘・育成し、小学校から高等学校まで系統化された強化体制によって力のある選手を育てあげることができる。ぎふ清流国体後の競技力維持、広くは日本一や世界を目指す人材を育成するために継続が必要な事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	 本事業を経験し、高等学校進学後に国体や高校総体などで活躍し、日本一を獲得した選手もいる。２４年度実績では、ソフトテニス、フェンシング、新体操、ボート、ボクシングが高校総体においてそれぞれ個人で優勝している。継続的、系統的な指導によって、成果を確実に得ている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	 本課の競技担当者が、事業担当者と定期的に連絡を取り、事業を計画的に執行できるように指導している。また、強化練習会や諸事業に足を運び、選手個々の特性や情報を収集し指導に生かしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ぎふ清流国体での天皇杯･皇后杯獲得に向け、少年種別の強化を本事業で担い、その成果を得ることが出来た。しかし、今後も競技力維持やさらなる向上に向け、これまでの取組を一過性のものにするのではなく、次世代を担う選手の早期発掘と育成を引き続き行い、系統的な指導体制を確立していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ぎふ清流国体に通して培われた強化体制を生かしてジュニア強化の拡充を図る。平成３０年度には全国高校総体が東海ブロックで開催されるため、当該年に主力となるジュニア層の強化に先がけ、強化を進めていく。



財政課で記載します。








